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脳血管疾患及び虚血性心疾患等
（「過労死」含む）の労災補償状況

厚生労働省資料より作成

新しい認定基準平成１３年１２月
平成



注：自殺には未遂を含む

精神障害等の労災補償状況

［件］

(出典：脳・心臓疾患と精神障害の労災補償状況）
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日本の人口の推移

1950年

2000年

2050年



内閣府http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2013/gaiyou/s1_1.html
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一般労働者（パートタイム労働者を除く。）

全労働者（パートタイム労働者含む。）

年間総労働時間 （時間）

年間総労働時間の推移

（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注） 事業所規模5人以上



○ 49時間/週以上働いている労働者の割合○年平均労働時間
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（資料出所）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2018」
OECD Database

＜事務局注＞
※ 年平均労働時間は、2016年の各国の就業者一人当たりの年間
労働時間を示す。

※ フランスのみ推計値
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（資料出所）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2018」
ILO「ILOSTAT Database」（日本は総務省「労働力調査」）

＜事務局注＞
※ 2016年の各国の就業者一人当たりの週労働時間が49時間
以上の割合を示す（韓国は2015年）。

日本は欧州諸国と比較して、①年平均労働時間が長く、
②49時間/週以上働いている労働者の割合が高い。

年平均労働時間と長時間労働者の各国比較



連合：２００２年
実施、約２万３
千人（配布４３，
８６０枚）

休み方改革
が必要だ！





y = －0.0735 x ＋178.57
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労働生産性 （名目GDP（購買力平価ドル換算）／時間）
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労働者１人当たり年間労働時間 （時間）

労働時間当たりの
名目ＧＤＰ（購買力
平価ドル換算）

アメリカ 68.3

フランス 67.6

ドイツ 66.6

イタリア 53.6

イギリス 52.4

日本 43.0

年間総労働時間と労働生産性の相関



正規と非正規の理由なき格差を埋めていけば、自分の能力を評価さ
れている納得感が醸成。納得感は労働者が働くモチベーションを誘引
するインセンティブとして重要、それによって労働生産性が向上していく。

世の中から「非正規」
という言葉を一掃していく

正規、非正規の不合理な処遇の差： 正当な処遇がなされていないという気持ちを
「非正規」労働者に起こさせ、頑張ろうという意欲をなくす。

日本の労働制度と働き方にある課題

長時間労働： 健康の確保だけでなく、仕事と家庭生活との両立を困難にし、少子化の原
因や、女性のキャリア形成を阻む原因、男性の家庭参加を阻む原因。

長時間労働を是正すれば、ワーク・ライフ・バランスが改善し、女性や
高齢者も仕事に就きやすくなり、労働参加率の向上に結びつく。
経営者は、どのように働いてもらうかに関心を高め、
単位時間（マンアワー）当たりの労働生産性向上につながる。

長時間労働を
自慢するかのような
現状を変えていく

転職が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行を確立すれば、
自分に合った働き方を選択して自らキャリアを設計可能に。
付加価値の高い産業への転職・再就職を通じて国全体の生産性の
向上にも寄与。

単線型の
日本のキャリアパス
を変えていく

単線型の日本のキャリアパス： ライフステージに合った仕事の仕方を選択しにくい。



○ 少子高齢化による労働力人口の減少
→ 女性・高齢者等の更なる活躍が必要

○ 一億総活躍の目指すもの
→ 女性・高齢者等の活躍促進
→ 女性・高齢者等の労働力化の制約要因をなくす必要
（※）長時間かつ硬直的な労働時間（正社員）

低賃金と不安定な雇用（非正規） 等

○ 経済が好転し、雇用情勢がタイトな、今がチャンス

○ 一億総活躍 → 働き方改革という流れ

働き方改革の背景（まとめ）



第１回人生100年時代構想会議 リンダ・グラットン議員提出資料

人生100年時代構想会議設置（29年9月8日）



第１回人生100年時代構想会議 リンダ・グラットン議員提出資料

人生100年時代構想会議設置（29年9月8日）
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人生百年時代 産業医活動の拡大

健康増進、疾病予防、健康教育、治療と仕事の両立 等

人生の各段階における主な健康管理のイメージ



急性心筋梗塞で入院した75歳以上の男女117名

～見舞いの来室人数別死亡率（同一病院同一主治医）～

0人 1人 2人以上

6か月以内

死亡率

69%

26%

支えてくれる
人数

Source： Berkman LF, Leo-Summers L, Horwitz RI. (1992) Ann Intern Med. 117:12;1003-9.

43%
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労災構造の変化
過重労働問題

精神障害問題
過労自殺問題
障がい者対応
パワハラ対応
セクハラ対応
海外勤務者対応
在宅勤務増加
訴訟対策

疾病構造の変化
生活習慣病増加
がんの増加
高齢者健康管理
メンタル不調対策
感染症対策

産業構造の変化

第4次産業革命

IoT、AIの進展

産業医へ
の期待

有害業務
対策要求

リスク
マネジメント
の要求

仕事と治療の
両立支援の要求

ストレス管理
の要求

健康経営
の要求



健診後の事後措置
職場巡視／衛生委員会出席
衛生教育

メンタルヘルス対策

過重労働面接
復職判定
復職支援

産業医権限強化
勧告権の尊重

産業医の担当業務
（産業医の不安）

年代の進行→

産業医への
法的要求

ストレスチェック
高ストレス者面接

治療と仕事両立支援

労働者のメ
ンタル不調
問題

発達障害

治療と就業
の両立問題

産業保健に関わる
裁判判例

企業の期待



労働安全衛生法改正の概要

（安衛法）研究開発業務に従事する労働者及び高度プロフェッショ

ナル制度の対象労働者が、長時間労働（安衛則により１月当たり

100時間超）を行った場合、申出なしで医師による面接指導の実

施を事業者に義務付け（罰則付き。労働者にも受診義務あり。）。

（安衛則）一般労働者に対する面接指導の対象を、現行の「１月当た

り100時間超」から「１月当たり80時間超」へ見直し。

（安衛法）客観的な方法その他適切な方法により労働時間の状況を

把握することを事業者に義務付け。

（安衛則）長時間労働者（１月当たり80時間超）に対し、労働時間の

状況に関する情報を通知することを事業者に義務付け。

１ 面接指導等



（安衛法）産業医は、必要な医学に関する知識に基づいて、誠

実にその職務を行わなければならないものとする（理念規定

の創設）。

（安衛則）産業医に、知識及び能力の維持向上の努力義務。

（安衛則）産業医の解任等について衛生委員会への報告を事業

者に義務付け。

２ 産業医の独立性・中立性の強化

労働安全衛生法改正の概要



労働安全衛生法改正の概要

（安衛法）産業医への情報提供を事業者に義務付け。

（安衛則）提供を義務付ける情報は以下のとおり。

・健康診断、面接指導（長時間労働及びストレスチェック）

を実施後の就業上の措置の内容等

・長時間労働者（80時間超の時間外・休日労働）の氏名、超

過時間等

・労働者の業務に関する情報（産業医等が健康管理等を行う

ために必要と認めるもの）

３ 産業医に対する情報提供等



《ガイドライン→法律》
事業者が全ての労働者の
労働時間の状況を把握

《省令→法律》
事業者が長時間労働者の
情報を産業医に提供
《 100→80h/月超》

《省令》
産業医が長時間労働者に
面接指導の申出を勧奨

《省令》
長時間労働者が事業者に

面接指導の申出
《 100→80h/月超》

《法律》
事業者が医師による
面接指導を実施

《法律》
事業者が必要な措置に
ついて医師の意見を聴く

《法律》
事業者が医師の意見を
踏まえて措置を講じる

《法律》
産業医が事業者に勧告

（必要があると認める場合）

《法律》
事業者が措置内容等を
産業医に情報提供

《省令》
産業医が事業者から

意見を求める
(勧告を行う場合)

《法律》
事業者が勧告内容を
衛生委員会に報告

長時間労働者の健康確保の強化
拡充 拡充

拡充

新規 新規

新規



労働安全衛生法改正の概要

（安衛則）事業者が与えなければならない産業医の具体的な権

限を例示。

・事業者又は総括安全衛生管理者に対して意見を述べること。

・労働者から情報収集すること。

・緊急時に、労働者に対して必要な措置を指示すること。

・衛生委員会に対して調査審議を求めること。

４ 産業医の権限の明確化



労働安全衛生法改正の概要

（安衛則）産業医が勧告をしようとするときは、あらかじめ事

業者の意見を求めるものとする。

（安衛則）産業医の勧告について、衛生委員会への報告を事業

者に義務付け。

（安衛則）衛生委員会の意見及び当該意見を踏まえて講じた措

置の内容等の記録・保存を事業者に義務付け。

５ 産業医の勧告の実効性の確保



労働安全衛生法改正の概要

（安衛法・じん肺法）事業者は、労働者の健康情報を取り扱う

に当たっては、労働者の健康の確保に必要な範囲内で取り扱

う（本人の同意がある場合等を除く。）。

（安衛法・じん肺法）労働者の健康情報を適正に管理するため

に必要な措置を事業者に義務付け。

（安衛法・じん肺法）厚生労働大臣は、事業者による健康情報

の取扱いの適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表

する（必要に応じて指導等ができる。）。

６ 健康情報の取扱ルールの明確化・適正化



労働安全衛生法改正の概要

（安衛法）産業医等が労働者からの健康相談に応じ、適切に対

応するために必要な体制の整備等を、事業者の努力義務とし

て規定。

（安衛法）産業医の業務に関する事項等を、労働者に周知する

ことを事業者に義務付け。

（安衛則）周知を義務付ける事項は以下のとおり。

・産業医の業務の具体的な内容

・産業医に対する健康相談の申出方法

・健康情報の取扱方法

７ 産業医等に直接健康相談ができる環境整備



①労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱うこ
とができる健康情報は労働者に周知した上で取得
②労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱うこ
とができない健康情報は、本人同意を得た上で取得 人事労務管理者

労
働
者
の
健
康
情
報

産業医

労働者の上司

健康管理担当者

労働者等の安全・健康
確保の範囲内で健康情
報を使用

事業場ごとの取扱規程の策定・周知・運用により、以上のスキームを実現

必要に応じて健康情報を加工

産業保健部門

人事労務管理部門等
＜指針のポイント＞

＜指針の目的＞
○労働者が、不利益な取扱いを受けるという不安を抱くことなく、安心して産業医等によ
る健康相談等を受けられるようにする。
○事業者が、必要な情報を取得して、労働者の健康確保措置を十全に行えるようにする。

（労働者の全健康情報を取得）

労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために
事業者が講ずべき措置に関する指針①

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwikoqn-rOrUAhUKO7wKHd6MDpwQjRwIBw&url=http://free-illustrations.gatag.net/tag/%E5%8C%BB%E8%80%85-%E5%8C%BB%E5%B8%AB-%E3%83%89%E3%82%AF%E3%82%BF%E3%83%BC&psig=AFQjCNHIVfaJSw7iij2Jyn7yoDOKJMfX5A&ust=1499076419085167
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（１）死亡災害の撲滅を目指した対策の推進
（２）過労死等の防止等の労働者の健康確保対策の推進
（３）就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進
（４）疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進
（５）化学物質等による健康障害防止対策の推進
（６）企業・業界単位での安全衛生の取組の強化
（７）安全衛生管理組織の強化及び人材育成の推進
（８）国民全体の安全・健康意識の高揚等



産業社会と産業医学

農業社会 軽工業社会 重工業社会 技術社会 情報社会

感染症対策

中毒学

人間工学の
適応

生活習慣病
対策

メンタルヘルス
対策

一次産業 ／ 二次産業 ／ 三次産業

ハザード リスク 労働態様
有所見
労働者

過重
労働者

精神不調
労働者

危機対策

リスク
アセスメント

マネジメント
システム

海外社員管理

有害業務対策
復職管理

セクハラ／
パワハラ

安全衛生委員
会の活性化

新型インフルエ
ンザ対策

特定健診・特定
保健指導

人間の
外側

人間の
内側



携帯世代

ネット
世代

ゲーム
世代

ゆとり
世代

睡眠不足の
慢性化

つながること
で安心感



日本を含めた7カ国の満13～29歳の若者を対象とした意識調査（我
が国と諸外国の若者の意識に関する調査（平成25年度）内閣府
http://www8.cao.go.jp/youth/whitepaper/h26gaiyou/tokushu.html



日本を含めた7カ国の満13～
29歳の若者を対象とした意識
調査（我が国と諸外国の若者の
意識に関する調査（平成25年
度）内閣府
http://www8.cao.go.jp/youth/whitepaper/

h26gaiyou/tokushu.html



メンタルヘルス教育は必須！
さらに、
パワハラ研修、労災認定知識、睡眠研修、
健康管理知識



人
間
は
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を
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ね
た
時
老
い
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で
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理
想
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人
間
は
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念
と
と
も
に
若
く
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疑
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と
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自
信
と
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あ
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に
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る
。

サミュエル・ウルマンの詩「青春」より一部を抜粋





・だって・・・

・でも・・・

・どうせ・・・

３D から ３S へ



ご静聴
ありがとうございました！

浜口伝博
http://www.fbrain.jp/


